8-5-7　普及・改善専門委員会

1. 主な活動の記録

（1）委員会の開催

委員会は、月1回のペースで開催した。

（2）主な内容

電子納品と電子調達に分け、昨年度と同様WGを中心に活動を進めた。電子納品や電子入札に関する国土交通省本省への申し入れ等では、企画・情報発信専門委員会と連携し対応した。なお、専門
a) 国土交通省への申し入れ事項の作成

電子納品や電子入札が実運用され、数年が経過した。これまでの状況を踏まえ課題等を整理し、業界として要望や提案するための素案作成を行った。

電子納品関連では、CDの提出時期、業務完了検査方法、印刷費用など8項目、電子入札関連では、ICカードの途中切替、代表者交替時の紙入札期間の解消、コアシステムへの統合、PPIの統合と掲載方法の統一など6項目を取り上げた。

b) 電子納品に関する活動

① 地方自治体の電子納品要領等に関する調査

都道府県の電子納品制度導入状況を把握するとともに、各団体の要領・基準類を主要項目（報告書、図面、写真、チェックシステム等）で国土交通省のそれらと比較した。なお、調査時点（平成18年11月）で、41都道府県（約87％）が電子納品を実施している。
② 電子成果品作成費用の調査

昨年同様、本部CALS/EC委員会の会員各社を対象に電子成果品の作成にかかる費用について、業務分類、受注金額、図面枚数等から影響度を調査した。

③ 電子納品に関する手引き調査

地方整備局等における「電子納品に関する手引き（案）」について、最新状況をまとめた。北陸、中部、近畿を除き手引きを作成・更新していた。

④ 情報共有に関する調査
設計業務における情報共有の現状について、調査した。新潟県、秋田県等でNEC製のシステムが運用されているが、現時点では導入事例は少なかった。
c) 電子調達に関する活動

① 地方自治体の電子入札導入状況と運用実態調査

定期的フォローとして、昨年度に引き続き、都道府県及び主要地方都市の電子入札導入状況ならびにその運用実態の調査を実施した。

② 電子契約システムに関する検討

CALS/ECアクションプログラム2005（AP2005）の目標-3「契約手続きの電子化による調達手続きの効率化」として掲げられている電子契約対応として、中核を成すと思われる電子契約システムについて、業務要件を整理するとともに、確認事項や受注者側の要望事項をまとめた。

なお、上記①の「地方自治体の電子入札導入状況と運用実態調査」によって、地方自治体にコアシステムを中心とした電子入札システムの導入・普及が進んだことが確認（平成18年11月時点で約83％に当たる39道府県がコアシステム採用）できたため、同調査は今年度を持って終了することとした。

　　

2. 次年度の活動について

基本的には、今年度の活動の内、残ったテーマ（電子成果品作成費用分析、設計業務における情報共有検討、電子契約への対応等）を継続実施する。

また、AP2005の計画最終年度となることもあり、電子納品や電子調達（電子入札）関連のフォローも実施したい。

（普及・改善専門委員会委員長　佐藤　昇）
